
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 ■ 実施 □ 評価 □ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

　なし

来年度以降の方
向性

　引き続き自主防災組織の活動を支援するとともに、資機材の購入に係る新たな補助制度を活かし、地域防災活動の更なる活性化を図る。

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

　災害に備えた活動を行っている自主防災組織の割合について、Ｒ６年度目標値を達成した。引き続き、自
主防災組織の地域防災活動が活性化するよう、事業を推進していく。

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

87.90% 90.00% 91.20% 92.00% 93.00% 94.00%

↓

アウトカム
成果指標1

災害に備えた活動を行っている自主防災組織の割合 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

10回 10回 19回 10回 10回 10回

人工

指標

アウトプット
活動指標1

防災リーダー研修実施数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

2.49 人工

令和7年度予算額 18,000 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量 2.31

正規職員業務量 1.8 人工

令和6年度決算額 11,562 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0.9 人工

令和6年度予算額 15,000 千円 うち特定財源 0 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

　町内会などのコミュニティによる防災活動を推進し、地域の防災力向上を図りたい。

他都市の状況

　国のモデル地区事業の活用、計画事業の手引きの作成、支援に係る専門職員の配置等により地区防災計画の作成を支援し
ている。令和６年４月１日時点で、全国で２，７２７地区が計画策定済み、７，７０１地区が策定に向けて活動中となっている。

市民参加の実施

令和5年度決算額 6,425 千円 うち特定財源 0

施策名 防災への意識が向上し、誰もが冬季の災害も想定した備えを行って

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

　平成７年の阪神淡路大震災で、大災害時の被害を最小化するには、地域での助け合いによる「共助」が極めて重要であるこ
とが大きな教訓となった。その後、東日本大震災での避難所生活や各地の豪雨災害での要配慮者避難支援等を通じ、地域に
おける「共助」の役割が多様化している。
　また、平成２６年の災害対策基本法改正により、町内会等の地域単位で作成する地区防災計画が制度化され、自主防災活
動の重要性が益々高まっている。近年では、令和６年能登半島地震で自主防災組織が平時からの訓練や避難計画の作成等
の取組を行っていたため、発災時に効果的な避難ができた事例があるなど、改めて「共助」の重要性が強く認識されている。

事業内容
（何を実施し）

①防災資機材の助成
　自主防災組織への防災資機材の助成
②地区防災計画策定支援
　モデル地区事業による地区防災計画の作成支援
③各区による自主防災活動支援
　防災リーダー研修による活動支援

事業名 地域防災活動推進費

評価担当課 所   属 危）危機管理部　危機管理課 電話番号 211-3062

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 38113


